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2.2.2.2.    業績の状況業績の状況業績の状況業績の状況    

第３四半期の業績の概況第３四半期の業績の概況第３四半期の業績の概況第３四半期の業績の概況 

 当第 3 四半期(平成 13 年 10 月 1 日～平成 14 年 6月 30 日)におけるわが国の経済は、国内景気の後退や米国同時多発テ

ロに端を発した企業マインド萎縮の影響により、企業活動において設備投資が鈍化し、依然として慎重な姿勢を継続して

おります。また、当四半期後半からの円高や株式市場の低迷も懸念材料となっております。 

 一方で、6月の日銀短観によりますと、海外経済の穏やかな回復を背景に幅広い業種で企業マインドが上向き、DI 指数

は大幅に改善し景況感の下げ止まりが見られました。 

こうした環境のもとインターネット関連産業の動向を総合してみると、米国における情報技術(IT)関連企業の業績が調

整したものの、国内では政府の「e-Japan 重点計画 2002」が纏められるなど、インフラ整備の促進とコンテンツの充実を

背景として、企業の戦略的情報化投資は、拡大基調が見込まれます。 

当社は一貫してクライアントの戦略パートナーとして提案型の営業戦略に基づきインターネットのトータル・ソリュー

ションの提供を展開し、営業企画部門要員及び開発・設計、ネットワーク技術者に対する採用・教育に係る先行投資や組

織体制の強化、積極的な M&A、アライアンスの締結等の具体的な施策を実施し、競争力強化を推進してきました。 

このような施策により、当社の当第 3四半期の業績は、売上高は 2,341,261 千円（前年同期比 32.7％増）、また営業利

益298,480千円(前年同期△147,178千円)、経常利益265,195千円(前年同期△53,029千円)とそれぞれ大幅な増収となり、

前四半期に続き黒字を確保いたしました。 

セグメント別では、ウェブ制作事業は、提案型営業により受託件数は新規案件を含め順調に増加いたしましたが企業の

情報化投資に対する予算見直しから案件規模の縮小化の影響があったものの、売上高 691,559 千円（前年同期比 0.4％増）

となりました。 

ウェブ手数料事業は、ⅰアプリなどのモバイル向け課金型サービスの追加と、電子メールソフト「Eudora」が引続き順

調に推移したことにより、売上高 431,241 千円（前年同期比 43.5％増）と拡大いたしました。 

ウェブ管理事業は、業者の過剰感が強まるなか「オンサイト MSP サービス」（高付加価値サービス）による高い競争力

を維持しております。結果、売上高 1,218,459 千円（前年同期比 57.1％増）となり、安定収益事業として基盤を確立い

たしました。 

 

3.3.3.3.    通期の見通し通期の見通し通期の見通し通期の見通し 

当社の主要顧客層の収益と企業マインドは回復基調にあり、先行きについての見通しも改善されております。当社にお

きましては、このところの開発・制作案件の小型化および受注単価の低下に対し、営業企画部門を核に競争力のある運営

体制構築のため要員配置や組織のあり方について継続的な見直しを進め、ウェブ制作事業の売上増加を図る一方、企業体

力の増強と経営資源の戦略的な活用を目指して、当社の強味を活かせる新たな事業への投資等に、経営成果を効果的に配

分しております。これらを通じまして業容の拡大と効率化を推進し成長路線の持続を見込んでおります。 

通期(平成 13 年 10 月 1 日～平成 14 年 9月 30 日)の見通しにつきましては、前述した経営環境の変化及び損益の変動要

因等を考慮し、平成 13 年 11 月 21 日の決算発表時に公表した連結業績見通しを、現時点で見直した結果、当事業年度の

業績見通しについて修正はございません。 

 (注)本資料で記載されている、将来の業績に関する計画、戦略や確信などは過去の事実ではなく、現在入手可能な情報

に基づき、当社が判断した仮定や予想に基づく見通しであります。しかしながら、当社グループの属する業態は歴史が浅

く、また変化のスピードが著しく早いため予測が困難であることから、見通しにはリスクや不確実性を含んでおります。 
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4.4.4.4.    四半期四半期四半期四半期財務諸表等財務諸表等財務諸表等財務諸表等    

(1) (1) (1) (1) 四半期貸借対照表四半期貸借対照表四半期貸借対照表四半期貸借対照表    

（単位：千円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
％ ％ ％

Ⅰ
1 現 金 及 び 預 金 ※2 2,199,807 960,816 1,865,025
2 売 掛 金 1,350,606 917,091 1,183,646
3 有 価 証 券 - 902,009 402,121
4 た な 卸 資 産 56,866 168,266 150,889
5 そ の 他 400,993 423,747 399,736

貸 倒 引 当 金 △ 2,755 △ 2,500 △ 2,800
4,005,518 56.2 3,369,431 51.4 3,998,620 54.9

Ⅱ
1 有 形 固 定 資 産 ※1 235,224 3.6
(1)工 具 器 具 及 び 備 品 343,350 435,087
(2)そ の 他 21,814 21,184

365,165 5.1 456,271 6.3
2 無 形 固 定 資 産 62,346 0.9 58,254 0.9 57,720 0.8
3 投 資 そ の 他 の 資 産
(1)投 資 有 価 証 券 829,818 963,065 927,301
(2)関 係 会 社 株 式 889,704 684,836 568,536
(3)出 資 金 673,166 1,049,453 1,026,987
(4)そ の 他 295,315 190,452 243,773

2,688,003 37.7 2,887,807 44.1 2,766,598 38.0
3,115,515 43.8 3,181,287 48.6 3,280,590 45.1
7,121,033 100.0 6,550,718 100.0 7,279,210 100.0

Ⅰ
1 買 掛 金 305,957 134,362 408,914
2 短 期 借 入 金 100,000 - -
3 賞 与 引 当 金 122,365 70,887 52,424
4 そ の 他 221,081 178,670 480,856

749,404 10.5 383,919 5.9 942,194 12.9
749,404 10.5 383,919 5.9 942,194 12.9

Ⅰ 2,219,690 31.2 2,101,125 32.1 2,101,125 28.9
Ⅱ ※3 568,749 8.0 4,105,625 62.7 4,105,625 56.4
Ⅲ

1
(1)資 本 準 備 金 減 少 額 3,780,408 - -

2 243,603 △ 39,950 130,266

4,024,011 56.5 △ 39,950 △ 0.6 130,266 1.8
6,812,452 95.7 6,166,799 94.1 130,266 1.8

Ⅳ △ 440,823 - -
6,371,628 89.5 6,166,799 94.1 6,337,016 87.1
7,121,033 100.0 6,550,718 100.0 7,279,210 100.0

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成13年9月30日現在）（平成13年6月30日現在）

第6期　第3四半期末第7期　第3四半期末

（平成14年6月30日現在）

資 産 合 計
（負　債　の　部）

流 動 負 債 合 計

流 動 負 債

（資　　産　　の　　部）
流 動 資 産

流 動 資 産 合 計
固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

負 債 合 計
（資　本　の　部）

資 本 準 備 金
その他の剰余金又は欠損金

資 本 合 計
負 債 ・ 資 本 合 計

第3四半期（当期）未処分利益
又は未処理損失（△）
その他の剰余金又は欠損金合計

そ の 他 の 剰 余 金

資 本 金

自 己 株 式

期別

科目
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((((2222) ) ) ) 四半期損益計算書四半期損益計算書四半期損益計算書四半期損益計算書    

 (単位：千円）

百分比 百分比 百分比
％ ％ ％

Ⅰ 2,341,261 100.0 1,764,717 100.0 2,921,540 100.0
Ⅱ ※5 1,364,797 58.3 1,406,247 79.7 2,148,031 73.5

売 上 総 利 益 976,464 41.7 358,470 20.3 773,508 26.5
Ⅲ ※5 677,983 29.0 505,648 28.7 680,519 23.3

営業利益又は損失（△） 298,480 12.7 △ 147,178 △ 8.3 92,988 3.2
Ⅳ ※1 26,515 1.1 136,822 7.8 129,849 4.4
Ⅴ ※2 59,801 2.6 42,674 2.4 51,846 1.8

経常利益又は損失（△） 265,195 11.3 △ 53,029 △ 3.0 170,991 5.9
Ⅵ ※3 200,209 8.6 25,000 1.4 255,580 8.7
Ⅶ ※4 209,520 8.9 - - 17,405 0.6

税引前第3四半期（当期）
純利益又は純損失（△） 255,883 10.9 △ 28,029 △ 1.6 409,167 14.0

法人税、住民税及び事業税 162,498 2,850 138,043
法 人 税 等 調 整 額 △ 19,951 142,546 6.1 △ 67,557 △ 64,707 △ 3.7 64,228 202,272 6.9
第3四半期（当期）純利益 113,337 4.8 36,677 2.1 206,895 7.1
前期繰越利益又は損失（△) 130,266 △ 76,628 △ 76,628
第3四半期（当期）未処分利益
又は未処理損失（△） 243,603 △ 39,950 130,266

営 業 外 費 用

特 別 利 益

第6期　第3四半期

自　平成12年10月 1日
至　平成13年 6月30日
金額

第7期　第3四半期

自　平成13年10月 1日
至　平成14年 6月30日

特 別 損 失

売 上 高
売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

金額 金額

前事業年度の
要約損益計算書

自　平成12年10月 1日
至　平成13年 9月30日

期別

科目
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（重要な会計方針）（重要な会計方針）（重要な会計方針）（重要な会計方針） 
   期  別 

 
項  目 

第 7 期 第 3 四半期 
自平成１３年１０月 １日 
至平成１４年 ６月３０日 

第 6 期 第 3 四半期 
自平成１２年１０月 １日 
至平成１３年 ６月３０日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 
至平成１３年 ９月３０日 

１．資産の評価基準及び
評価方法 

 

(1)有価証券 
①子会社株式及び関連会社
株式 
総平均法による原価法
を採用しております。 
②その他有価証券 
時価のないもの 
総平均法による原価法
を採用しております。 

(2)たな卸資産 
①仕掛品  個別法による原

価法 
②貯蔵品 先入先出法に基

づく原価法    

(1)有価証券 
総平均法による原価法 
― 
 
 
 
 
 
 
(2)たな卸資産 
①仕掛品 同左 
 
②貯蔵品 同左 

(1)有価証券 
①子会社株式及び関連会社
株式 
総平均法による原価法
を採用しております。 
②その他有価証券 
時価のないもの 
総平均法による原価法
を採用しております。 

(2)たな卸資産 
①仕掛品 同左 
 
②貯蔵品 同左    

２．固定資産の減価償却
方法    

(1)有形固定資産  
定率法によっております。 
なお耐用年数は、以下の通
りです。 
建物 15年 
車両運搬具 6年 
工具器具及び備品6～15年 

(2)無形固定資産  
定額法によっております。
但し、ソフトウェア（自社利
用分）については、社内にお
ける利用可能期間（5年）に
基づく定額法によっており
ます。    

(1)有形固定資産 
定率法によっております。 
 

 
 
 
 
(2)無形固定資産  
同左 

(1)有形固定資産  
定率法によっております。 
なお耐用年数は、以下の通

りです。 
建物 15年 
車両運搬具 6年 
工具器具及び備品6～15年 

(2)無形固定資産  
同左    

３．繰延資産の処理方法 新株発行費 
支出時に全額費用として

処理しております。    

― 新株発行費 
支出時に全額費用として

処理しております。 

４．引当金の計上基準 
 

(1)貸倒引当金  
債権の貸倒れによる損失

に備えて、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上
しております。 

(1)貸倒引当金  
同左 

(1)貸倒引当金  
同左 
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   期  別 
 
項  目 

第 7 期 第 3 四半期 
自平成１３年１０月 １日 
至平成１４年 ６月３０日 

第 6 期 第 3 四半期 
自平成１２年１０月 １日 
至平成１３年 ６月３０日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 
至平成１３年 ９月３０日 

４．引当金の計上基準 
 

(2)賞与引当金 
従業員の賞与の支給に備

えるため、支給対象期間を
基礎に当期の負担に属する
支給見込額を計上しており
ます。 

(2)賞与引当金 
同左 

(2)賞与引当金 
同左 

５．リース取引の処理方
法    

 リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処
理によっております。    

同左 同左 

６．その他四半期財務諸
表作成のための基
本となる事項    

(1)消費税等の会計処理方法 
消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。な
お、仮払消費税等および仮受
消費税等は相殺の上、流動負
債の「その他」に含めて表示
しております。 
(2)税効果会計の適用について 

当第3四半期末における繰
延税金資産は、中間会計期間
末残高で評価しております。
また、当第3四半期における
法人税等調整額は認識して
おりません。 
(3)投資事業組合への出資金の
会計処理 
投資事業組合への出資金

は、組合契約に規定される決
算報告日に応じて入手可能
な最近の決算書を基礎とし
て、損益帰属方式により取り
込む方法によっております。 

(1)消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。な
お、仮払消費税等および仮受
消費税等は相殺の上、流動資
産の「その他」に含めて表示
しております。 
(2)― 
 
 
 
 
 
 
(3)投資事業組合への出資金の
会計処理 
同左    

(1)消費税等の会計処理方法 
消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 
 
 
 
 
(2)― 
 
 
 
 
 
 
(3)投資事業組合への出資金の
会計処理 
同左 
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（追加情報）（追加情報）（追加情報）（追加情報）    
第 7 期 第 3 四半期 

自平成１３年１０月 １日 
至平成１４年 ６月３０日 

第 6 期 第 3 四半期 
自平成１２年１０月 １日 
至平成１３年 ６月３０日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 
至平成１３年 ９月３０日 

―    (金融商品に係る会計基準について) 
金融商品については、当四半期会

計期間より金融商品に係る会計基準
（「金融商品に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会
平成 11 年 1月 22 日））を適用してお
ります。この変更による当第 3 四半
期会計期間の損益への影響はありま
せん。 
（外貨取引） 
当四半期会計期間より改訂後の

外貨建取引等会計基準(「外貨建取引
等会計処理基準の改訂に関する意見
書」(企業会計審議会 平成 11 年 10
月 22 日))を適用しております。この
変更に伴い、従来の方法によった場
合と比べ、経常損失は 81,750 千円少
なく、税引前第 3 四半期純損失は
81,750 千円少なく計上されており
ます。 

(金融商品に係る会計基準について) 
金融商品については、当事業年度よ
り金融商品に係る会計基準（「金融商品
に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会平成11年1月22
日））を適用しております。この変更に
よる当事業年度の損益への影響はあり
ません。 
 
（外貨建取引等会計基準） 
当事業年度より改訂後の外貨建取引
等会計基準(「外貨建取引等会計処理基
準の改訂に関する意見書」(企業会計審
議会 平成11年10月22日))を適用して
おります。この変更に伴い、従来の方
法によった場合と比べ、経常利益は
55,750千円多く、税引前当期純利益は
55,750千円多く計上されております。 

 

注記事項注記事項注記事項注記事項    

（四半期貸借対照表関係）（四半期貸借対照表関係）（四半期貸借対照表関係）（四半期貸借対照表関係）    
第 7 期 第 3 四半期 

自平成１３年１０月 １日 
至平成１４年 ６月３０日 

第 6 期 第 3 四半期 
自平成１２年１０月 １日 
至平成１３年 ６月３０日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 
至平成１３年 ９月３０日 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
187,900千円 

 
※２ 担保提供資産及び担保債務 

定期預金 500,000千円 
上記金額を関係会社㈱キャピ
タリスタの短期借入金500,000
千円の担保に供しております。 

 
※３ 平成13年12月21日開催の定時株

主総会において資本準備金
4,330,408千円のうち3,780,408
千円減少して550,000千円とす
る決議をしております。    

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
85,248千円 

 
※２ ― 
 
 
 
 
 
※３ ― 
 
 
 
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
93,068千円 

 
※２ 担保提供資産及び担保債務 

定期預金 500,000千円 
上記金額を関係会社㈱キャピ
タリスタの短期借入金500,000
千円の担保に供しております。 

 
※３ ― 
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（四半期損益計算書関係）（四半期損益計算書関係）（四半期損益計算書関係）（四半期損益計算書関係） 
第 7 期 第 3 四半期 

自平成１３年１０月 １日 
至平成１４年 ６月３０日 

第 6 期 第 3 四半期 
自平成１２年１０月 １日 
至平成１３年 ６月３０日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 
至平成１３年 ９月３０日 

※１ 営業外収益の主要項目 
受 取 利 息 16,731千円 
雑  収  入  9,731千円 
 

※２ 営業外費用の主要項目 
支 払 利 息    530千円 
新 株 発 行 費           480千円 
組  合  費  用 28,796千円 
為替換算差損  5,688千円 

※３ 特別利益のうち重要なもの 
投資有価証券売却益 
              200,165千円 

※４ 特別損失のうち重要なもの 
建物除却損     970千円 
買収関連手数料 20,482千円 
契約変更違約金 38,071千円 
投資有価証券評価損149,997千円 

※５ 減価償却実施額 
有形固定資産        94,831千円 
無形固定資産        10,133千円    

※１ 営業外収益の主要項目 
受 取 利 息 49,969千円 
為替換算差益 81,750千円 
 

※２ 営業外費用の主要項目 
新 株 発 行 費        32,876千円 
組  合  費  用  8,414千円 
 
 

※３ 特別利益のうち重要なもの 
投資有価証券売却益 

25,000千円 
※４ ― 

 
 
 
 

※５ 減価償却実施額 
有形固定資産        47,728千円 
無形固定資産         9,025千円    

※１ 営業外収益の主要項目 
受 取 利 息 65,380千円 
受 取 配 当 金 1,906千円 
為替換算差益 56,921千円 

※２ 営業外費用の主要項目 
支 払 利 息  128千円 
新 株 発 行 費        1,261千円 
組  合  費  用 40,676千円 
 

※３ 特別利益のうち重要なもの 
投資有価証券売却益 

255,580千円 
※４ 特別損失のうち重要なもの 

建物除却損   13,942千円 
構築物除却損     219千円 
車両運搬具除却損    377千円 
 

※５ 減価償却実施額 
有形固定資産        60,630千円 
無形固定資産        12,376千円    
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((((リース取引関係リース取引関係リース取引関係リース取引関係))))    
第 7 期 第 3 四半期 

自平成１３年１０月 １日 
至平成１４年 ６月３０日 

第 6 期 第 3 四半期 
自平成１２年１０月 １日 
至平成１３年 ６月３０日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 
至平成１３年 ９月３０日 

(1) リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残
高相当額      

（単位：千円） 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 
 （単位：千円） 

 
(3) 支払リース料、減価償却費相当額 
及び支払利息相当額 

（単位：千円） 

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によってお
ります。 

(5) 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得
価額相当額の差額を利息相当額と
し、各期への配分方法は利息法によ
っております。    

 

工具器具

及び備品 
その他 合計 

取得価額

相 当 額 
24,744 3,776 28,520 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

14,434 2,937 17,371 

期末残高

相 当 額 
10,310 839 11,149 

１ 年 内  7,433 

１ 年 超 4,548 

合    計 11,982 

支 払 リ ー ス 料 6,177 

減 価 償 却 相 当 額 5,583 

支 払 利 息 相 当 額 616 

(1) リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残 
高相当額      
           （単位：千円） 

 
(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （単位：千円） 

 
(3) 支払リース料、減価償却費相当額 
及び支払利息相当額 

（単位：千円） 

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 
 同左 

 
 
(5) 利息相当額の算定方法 
  同左 

    

 

工具器具

及び備品 
その他 合計 

取得価額

相 当 額 
24,744 3,776 28,520 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

 8,248 1,678 9,926 

期末残高

相 当 額 
16,496 2,098 18,594 

１ 年 内  7,369 

１ 年 超 11,982 

合    計 19,351 

支 払 リ ー ス 料 6,177 

減 価 償 却 相 当 額 5,583 

支 払 利 息 相 当 額 886 

(1) リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残 
高相当額 

（単位：千円） 

 
(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （単位：千円） 

 
(3) 支払リース料、減価償却費相当額 
及び支払利息相当額 

（単位：千円） 

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 
 同左 

 
 
(5) 利息相当額の算定方法 
  同左 
 

 

工具器具

及び備品 
その他 合計 

取得価額

相 当 額 
24,744 3,776 28,520 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

9,794 1,993 11,787 

期末残高

相 当 額 
14,949 1,783 16,732 

１ 年 内  7,461 

１ 年 超 10,081 

合    計 17,543 

支 払 リ ー ス 料 8,236 

減 価 償 却 相 当 額 7,444 

支 払 利 息 相 当 額 1,137 
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（後発事象）（後発事象）（後発事象）（後発事象）    
第 7 期 第 3 四半期 

自平成１３年１０月 １日 
至平成１４年 ６月３０日 

第 6 期 第 3 四半期 
自平成１２年１０月 １日 
至平成１３年 ６月３０日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 
至平成１３年 ９月３０日 

株式取得について 
 平成14年7月26日に、ビットキャッ
ト(株)及びビットキャットコミュニ
ケーションズ(株)の発行済全株式を
取得(完全子会社化)することについ
て、三井不動産(株)との間で株式譲渡
契約書を締結致しました。 
  当社は現在拡大し続ける日本の 
インターネットデータセンター 
(iDC)市場における地位をより強 固
なものとし、iDC事業の既存顧客 に対
して新たな付加価値サービス を提供
致します。また、当件によって当社は
グループとして第1種電気通信事業者
を保有することとなり、ネットワーク
の広域インフラ構築、整備への対応を
図ってまいります。 
 
    

新規事業について 
 平成 13 年 7 月 24 日に、株式会社キ
ノトロープ、株式会社パイナップルカ
ンパニーと共同で WEB プロデューサー
養成事業を展開することを目的とし
て、資本金 4 千万円を以って株式会社
イノベーションラボを設立する旨を決
議しております。 
当社の持分は 34％です。 
 
新株引受権付与について 
 平成 13 年 7 月 19 日開催の臨時株主
総会の特別決議に基づき、当社取締役
及び従業員に対し、商法 280 条の 19 及
び定款 5 条の規定に基づき、新株引受
権の付与を行っております。 
 株式の種類      額面普通株式 
 新株発行の予定株式数  454 株 
  発行価額   権利付与日の属する月

の前月の各日における東
京証券取引所の当社額面
普通株式の終値の平均値
に 1.05 を乗じた金額 

 新株引受権行使期間      
平成 15 年 7 月 20 日か
ら平成 22 年 7 月 19 日ま
で 

 取得者    当社の取締役又は従業 
員    

株式交換について 
 当社は平成13年10月29日開催の取
締役会において、平成13年12月5日を
交換期日として、株式交換により㈱パ
イナップルサーバーサービスを完全
子会社とする株式交換契約締結を決
議し、同日株式交換契約を締結致しま
した。 
 当社は㈱パイナップルサーバーサ
ービスとのインターネットデータセ
ンター（iDC）事業でのシナジー効果
を追求し、iDC事業の更なる拡大を目
的として、同社との株式交換を実施す
ることを決定致しました。 
 株式交換に際して発行する株式数
は、1,943株であり、当社株1株につき
交換される同社株は0.0145株であり
ます。この新株発行によって、当社の
資本の額は9,715万円増加致します。 
 
営業全部譲受について 
当社は、平成13年12月21日開催の定
時株主総会において、平成13年12月22
日を譲渡日として、100%出資子会社で
ある㈱エッヂコマースから、その営業
の全部を譲り受けることに関し、営業
譲渡契約を決議し、同日営業譲渡契約
を締結しました。 
同社は、当社グループのＥＣサイトの
設計・構築及びリサーチ事業を行って
まいりましたが、経営管理リソースと
ＥＣ事業のノウハウ蓄積を当社に集
約し、グループ企業の経営効率化を図
るものであります。    

 
    

5.5.5.5.    その他その他その他その他    

当四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表及び四半期損益計算書は、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者

の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」

に基づく会計監査人の手続を実施しています。    

    


